
AZ1

モサンル川治山工事
（北海道上川郡下川町）
平成29年8月9日～平成30年2月26日
（土木一式工事（折り返し式魚道1基
外））

上川
北部

分任支出負担行為担当官
上川北部森林管理署長
西純一郎

北海道上川郡下
川町緑町21-4

平成29年8月8日
株式会社
野田組

北海道士別
市朝日町中
央4029

予決令第99条
の2（不落・不調
随意契約）

- － － 33,982,200 33,102,000 97.41% - - - - 1 0
同種工事の実
績、技術者の
配置等

-

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

抽
出
判
定

うち農林
水産省
出身者

公益法人の場合

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

提案者
の数

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

移行困難な事
由

署
名
称

備　考

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

名称 所在地
移行予
定年限

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由商号又は名称 住所

事
業
別
№

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

公共工事の名称、場所、期間及び種別 契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。



BZ１

 ルベシップ林道外災害復旧工事
（北海道夕張市）
平成29年8月11日～平成30年2月8日
（土木一式工事（土工42m外））

空知
分任支出負担行為担当官
空知森林管理署長
山崎幸晴

北海道岩見沢市3
条東17丁目34

平成29年8月10日
北宝建設
株式会社

北海道札幌
市中央区北1
条西19-2

予決令第99条
の2（不落・不調
随意契約）

－ － － 20,267,280 20,196,000 99.65% - - - - 1 0
同種工事の実
績、技術者の
配置等

-

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

抽
出
判
定

うち農林
水産省
出身者

公益法人の場合

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

提案者
の数

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

移行困難な事
由

署
名
称

備　考

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

名称 所在地
移行予
定年限

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由商号又は名称 住所

事
業
別
№

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

公共工事の名称、場所、期間及び種別 契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。



E2Z1 該当なし

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

契約金額 落札率

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

署
名
称

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 備　考
提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

事
業
別
№

公共工事の名称、場所、期間及び種別 うち農林
水産省
出身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

抽
出
判
定名称 所在地 商号又は名称 住所

移行困難な事
由

移行予
定年限

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益財団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。



AAZ1

浜益地区災害復旧緊急調査業務
（北海道石狩市）
平成29年9月30日～平成29年10月10日
（建設コンサルタント（渓間工の設計業
務一式外））

石狩

分任支出負担行為担当官
石狩森林管理署長
牧野利信

北海道札幌市中
央区南9条西23丁
目1-10

平成29年9月29日
アルスマエヤ
株式会社

北海道札幌
市厚別区厚
別中央4条3
丁目7-17

会計法第29条
の3第4項（緊急
随意契約）

平成29年9月
14日に石狩市
浜益区で局地
的な豪雨によ
り、国有林の
山腹崩壊が
発生し、土砂
流出により民
家及び国道に
土砂が流出
する災害が発
生したことか
ら、早急に復
旧に係る調査
を実施する必
要があったた
め。

－ － 2,828,520 2,484,000 87.82% - - - - - - - -

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

契約金額 落札率

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

署
名
称

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 備　考
提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

事
業
別
№

公共工事の名称、場所、期間及び種別 うち農林
水産省
出身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

抽
出
判
定名称 所在地 商号又は名称 住所

移行困難な事
由

移行予
定年限

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。



BBZ1

多有珠別林道外災害復旧計画測量・設
計業務
（北海道河東郡上士幌町）
平成29年9月30日～平成29年10月12日
（建設コンサルタント（復旧調査95ｍの
測量・設計業務外））

東大
雪

分任支出負担行為担当官
十勝西部森林管理署東大
雪支署長
相澤伴軌

北海道河東郡上
士幌町字上士幌
東3線231

平成29年9月29日

株式会社北海道
森林土木コンサ
ルタント 帯広事
務所

北海道帯広
市東5条南13
丁目24-6

会計法第29条
の3第4項（緊急
随意契約）

平成29年9月
18日の豪雨に
より甚大な被
害を受けたと
ころである。
当該路線につ
いては、施設
の下流域に地
域住民の生
活に欠かせな
い貯水ダムが
あること、また
崩壊土砂の
流出や今後
の降雨による
被害拡大のお
それがあるこ
とから、早急
な災害復旧計
画を立てるた
め調査を実施
する必要が
あったため。

－ － 4,659,120 4,428,000 95.04% - - - - - - -
抽
出

－

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

契約金額 落札率

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

署
名
称

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 備　考
提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

事
業
別
№

公共工事の名称、場所、期間及び種別 うち農林
水産省
出身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

抽
出
判
定名称 所在地 商号又は名称 住所

移行困難な事
由

移行予
定年限

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。



EEZ1 該当なし

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

契約金額 落札率

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約の
相手方が
公益社団
法人又は
公益財団
法人（特例
社団法人
又は特例
財団法人
を含む。）
の場合の
記載事項）

署
名
称

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格 備　考
提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区

分

事
業
別
№

公共工事の名称、場所、期間及び種別 うち農林
水産省
出身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

抽
出
判
定名称 所在地 商号又は名称 住所

移行困難な事
由

移行予
定年限

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文（企画
競争等）

競争性のない
随意契約によら
ざるを得ない理
由

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。
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